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１ 本計画について 

（１）計画の目的 

〇 久留米市では、「障害者の雇用の促進等に関する法律（以下、「障害者雇用促進法」と

いう。）」等に基づき、障害者対象の採用試験の実施や、障害者である職員との面談等を

通して、障害者である職員が働きやすい職場づくりに努め、法定雇用率を上回る障害者

雇用を実践してきました。 

〇 しかしながら、平成３０年度に、国の機関をはじめとした公務部門において、障害者

雇用率制度における対象障害者の不適切な計上があり、法定雇用率を達成していない

状況が明らかとなりました。国の機関における障害者雇用については、障害者基本計画

（第４次）において「国の機関は民間企業に率先垂範して障害者雇用を進める立場にあ

る」ことを踏まえ、障害者雇用の理念や制度の理解を改めて徹底・確認し、公務部門に

おける法定雇用率の達成に向けた計画的な取組はもとより、障害者の活躍の場の拡大

に向けた取組を着実に進めることが基本方針として定められました。 

〇 障害者雇用を進める上では、障害者の活躍の推進が必要です。特に、公務部門におけ

る障害者の活躍は、政策決定過程における障害者の参画拡大につながります。これは、

ノーマライゼーション1やダイバーシティ、バリアフリー、ユニバーサルデザイン2等の

理念の浸透につながり、政策だけでなく行政サービス向上の観点からも重要です。 

〇 そうした中、令和元年６月には障害者雇用促進法が改正されました。これにより、障

害者が活躍しやすい職場づくりや人事管理を進めるなど、雇用の質を確保するための

取組を確実に推進することを目的として、国及び地方公共団体の機関において、「障害

者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画（以下「障害者

活躍推進計画」という。）」を作成することが規定されました。 

〇 これらの情勢等を踏まえ、障害者雇用率の達成に留まらず、障害者である職員一人ひ

とりがその適性に応じて能力を十分に発揮できるよう「久留米市障害者活躍推進計画

（以下「計画」という。）」を策定しました。この計画を推進することで、公務部門にお

ける障害者の活躍の場の拡大を図るとともに、『久留米市障害者計画』に定める「誰も

が 自分らしく生きがいを持ち 支え合いながら安心して暮らし続けられるまち」の実

現に寄与するよう取組を進めます。 

                                                   
1 障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、ともに生きる

社会こそノーマルな社会であるという考え方。 
2 施設や製品等については新しいバリアが生じないよう誰にとっても利用しやすくデザインするという考え方。 
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（２）計画策定者及び計画期間 

〇 計画は、任命権者ごとに作成することとされていますが、本市においては、採用や人

事管理を市長部局と行政委員会等で一体的に行っていることを踏まえ、各任命権者が

連名で策定することとします。 

〇 本計画の対象職員は、市長、企業管理者、教育委員会、市議会議長、代表監査委員、

選挙管理委員会及び農業委員会から任命された一般職の職員とします。 

〇 計画期間は、令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの５年間とします。 

〇 計画期間内は、毎年度計画における取組の実施状況を確認及び検証します。また、必

要に応じて計画を見直します。 

 

（３）計画策定の流れ 

〇 厚生労働省が示す「障害者活躍推進計画作成指針」及び「障害者活躍推進計画の作成手

引き」を基本とし、本計画を策定しています。 

〇 また、現在各任命権者が任用している職員の中で、障害者である職員（障害者手帳等を

保有する職員）を対象に次のような流れで取組を行いました。 

 ① 「職場等の満足度に関するアンケート（以下「アンケート」という。）」の実施 

 ② ①を踏まえた計画素案の作成 

 ③ 計画素案に対する意見の集約・反映 

 

（４）計画の周知・公表 

〇 計画を策定又は変更したときは、庁内イントラネット等を活用し、速やかに職員に周知

します。 

〇 加えて、市ホームページに掲載し、速やかに計画を公表します。また、毎年度少なくと

も１回、計画に示した取組の実施状況を公表します。 
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２ 久留米市における障害者雇用の現状 

（１）令和元年度の障害者雇用率 

〇 本市の市長部局、企業局及び教育委員会の令和元年６月１日現在の障害者雇用率及び

障害の種別ごとの職員数は下表のとおりとなっています。 

 【障害者雇用率（令和元年６月１日現在）】3 

 

 【障害の種別ごとの職員数（令和元年６月１日現在）】 

 

 

 

 

                                                   
3 障害者雇用率における障害者数においては、重度身体障害者又は重度知的障害者である職員（短時間勤務職員を除

く。）は、その１人をもって２人の職員に相当するものとみなす。 

算定基礎
職員数

障害者数 実雇用率
法定雇用
必要数

法定雇用率

市長部局 1,979 50 2.53 49 2.5

教育委員会 233 5 2.15 5 2.4

企業局 156 4 2.56 3 2.5

身体障害 精神障害 知的障害

市長部局 32 3 0

教育委員会 4 0 0

企業局 2 1 0

合計 38 4 0

障害者数
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（２）採用試験における障害者雇用等 

〇 本市では、平成２０年度より、採用試験において「Ⅲ種事務職 身体障害者対象」の試

験区分を実施しており、拡大文字や点字受験、筆談、作文試験でのパソコンの使用等、受

験者の障害に応じた受験上の配慮を行ってきました。 

〇 令和元年度からは、知的障害者及び精神障害者も受験資格の対象とし、障害の種別に関

わらず受験できる試験区分にしています。 

〇 また、採用試験をより効果的・実践的なものとするため、就労支援機関等との意見交換

を実施しています。 

〇 他にも、庁舎内に障害者が働く喫茶「あおぞら」の設置、庁内の印刷製本作業や白色ト

レーの選別保管業務を障害者団体に委託するなど、市の関連業務においても積極的な就

労の場の拡大に努めています。 

 

（３）障害者である職員への取組 

〇 障害者である職員の職場環境の把握やフォローアップのため、平成２７年度より、障害

を持つ職員との個別面談を実施しています。 

〇 面談の実施に際し、事前に①執務環境や業務の状況、②通勤等の状況、③面談に関する

事務的な事項についてアンケートを実施しています。 

〇 面談は人事厚生課の人事担当及び労働安全衛生担当で実施しています。 

〇 個別面談の実施により職場環境や行っている業務内容等を把握することで、合理的配

慮の提供につなげ、さらに、障害を持つ職員が円滑に業務遂行できるよう、人事管理に活

用しています。 
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（４）職場等の満足度に関するアンケート結果 

〇 本計画を策定するにあたり、本市における障害者である職員の職業生活における現状   

を把握するため、人事厚生課が把握する障害者手帳等を保有する職員を対象に、令和２年

３月４日付で以下の項目に関するアンケートを実施しました。 

 

 

 

30%

47%

20%

3%

Ｑ，本市を働きやすい職場だと思うか。

ア そう思う

イ どちらかと言えばそう思う

ウ どちらかと言えばそう思わな

い

エ そう思わない

10%

47%

33%

10%

Ｑ，職場環境の整備に満足か。

ア そう思う

イ どちらかと言えばそう思う

ウ どちらかと言えばそう思わな

い

エ そう思わない
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13%

53%

27%

7%

Ｑ，人事・労務制度に満足か。

ア そう思う

イ どちらかと言えばそう思う

ウ どちらかと言えばそう思わ

ない

エ そう思わない

10%

60%

30%

0%

Ｑ，研修に満足か。

ア そう思う

イ どちらかと言えばそう思う

ウ どちらかと言えばそう思わ

ない

エ そう思わない

10%

63%

20%

7%

Ｑ，庁内で障害者と共に働くことへの

理解が進んでいるか。

ア そう思う

イ どちらかと言えばそう思う

ウ どちらかと言えばそう思わな

い

エ そう思わない
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３ 障害者活躍に向けた取組 

（１）活躍推進に向けた体制整備 

〇 障害者である職員向けの相談窓口・体制を整備し、職員に周知します。また、計画に示

す取組の実施状況を毎年度検証していくために、庁内に障害者活躍推進検討会議を設置

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「障害者雇用推進者」の選任 

  総務部人事厚生課長を「障害者雇用推進者」に選任し、全庁的に障害者雇用を推進

します。 

② 「障害者職業生活相談員」の選任 

  「職場適応援助者養成研修」または「個別的なサポートを行う支援者を必要とする

障害者を支援するものに対する研修」のいずれかを修了した人事厚生課の職員を「障

害者職業生活相談員」に選任します。 

 ※令和２年度は、「障害者活躍推進計画作成指針」等に基づき、人事厚生課で２年以上、雇用管理そ

の他の労務に関する事項についての実務に従事した経験を有するものを選任します。 

③ 相談窓口体制の設置・充実 

「障害者職業生活相談員」を中心とした相談窓口を人事厚生課に設置し、職員本人

をはじめ、職員の所属長や監督者からの相談に対応します。また、必要に応じて産業

医や福岡労働局等の公的機関、就労支援機関等と連携を図ります。 

④ 「障害者活躍推進検討会議」の設置 

  人事厚生課及び関係課で構成する「障害者活躍推進検討会議」を設置し、毎年度、

計画に示した取組の実施状況を検証します。 
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（２）効果的な人事管理に向けた取組 

〇 障害の種別や程度が異なる障害者の雇用を見据え、面談等を通した職務への意向・意

欲、特性等の把握及び所属長等との連携などを行い、効果的な人事管理に繋げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）職場環境等の整備・改善 

〇 働きやすい職場を実現するため、執務スペースや就労支援機器等のハード面における

職場環境の整備を行うとともに、障害者職業生活相談員等をはじめとする相談体制で障

害者である職員のニーズを把握します。 

 

 

 

 

 

 

①  面談等を通した特性等の把握 

  人事厚生課と障害者本人との面談を通して、職場状況や職務への意向・意欲など

を聞き取り、一人ひとりの特性等を把握します。その上で、特性等を踏まえた職務

を検討して人事異動に反映するなど、効果的な人事管理に繋げます。また、本人要

望等の把握については、「自己申告書」や「アンケート」等の既存制度も活用します。 

②  所属長等との連携 

人事異動等による職場への配属に際しては、所属長に対して、障害者の障害の状

況やこれまでの働き方、配慮の申し出内容など、業務の割振り等において必要な情

報を提供します。また、障害者職業生活相談員（人事厚生課）等は、所属長や監督

者からの相談に応じるなど、職場と連携しながら取組を行います。 

 

 

 

① 庁舎等の整備 

庁舎内において、通路や多目的トイレ、スロープ、エレベーター、休憩室等、障

害者の特性に配慮した設備を検討します。 

② 就労支援機器の導入 

  聴覚障害者における音声認識翻訳機器や筆談支援機器等の就労支援機器を、職員

の障害の特性に応じて確保します。 

③ 職員からのニーズの聞き取り 

  職員本人との面談や、「アンケート」の実施により、職場環境等に関する要望を聞

き取ります。 
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（４）障害者の採用・人材育成・働き方改革 

〇 障害を持つ方々に就労の機会を創出するとともに、障害者対象の試験区分等を活用し

多様な人材を確保します。また、関係課が連携して、障害者である職員の人材育成に寄与

し、個々人の働き方に合わせた休暇制度等を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）その他 

 

 

① 「障害者対象」試験の継続的実施 

身体・精神・知的障害者を対象にした「障害者対象」の試験区分を実施します。 

② 採用試験広報時の配慮 

  点字版や音声読み上げ版の試験案内をこれまで通り作成し、障害特性に配慮した

試験の広報を図ります。 

③ 採用試験実施時の配慮 

  採用試験の実施に際して、点字受験や筆談の対応、試験時間の延長、就労支援機

関の職員の同席等、障害の特性や受験者の希望に応じた試験時の配慮を行います。 

④ 研修時の配慮 

  研修の参加にあたっては、情報保障や会場のレイアウトの工夫等、職員それぞれ

の障害の特性に応じた配慮を行います。 

⑤ 障害に関する理解促進のための研修の実施 

  庁内の職員を対象に、障害を持つ同僚と働く上での理解促進・啓発を目的とした

研修を実施します。 

⑥ テレワークや時差出勤の検討 

  テレワークや時差出勤など、障害の特性等に応じて無理なく働くことができる勤

務制度を検討します。 

⑦ 既存の休暇制度の有効活用及び休暇制度の改善 

  年次有給休暇や病気休暇等の取得促進を図り、障害を持つ職員が通院等による休

暇を取りやすくします。また、既存の休暇制度で不足する部分については、改善を

検討します。 

① 障害者就労施設への優先発注 

障害者優先調達推進法に基づき、可能なものは優先して障害者就労施設等へ発注

することで、障害者の活躍の場の拡大を推進します。 
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４ 数値目標 

① 採用に関する目標 

 各年度の障害者雇用率において、法定雇用率に基づいた必要雇用者数以上の採用を行い

ます。達成状況については、毎年度の任免状況通報の結果で検証します。 

【参考】 

 

② 職場等の満足度 

 アンケートにおけるすべての項目において、「そう思う」及び「どちらかと言えばそう

思う」とする回答の合計割合が、前年度を上回るようにします。 

 【参考】ｐ５-６ 職場等の満足度に関するアンケート結果 

項目 任命権者
令和元年度
実雇用率

法定
雇用率

市長部局 2.53 2.6

教育委員会 2.15 2.5

企業局 2.56 2.6

障害者雇用率


